
―

区報発行事業、CATV放送番組制作事業

◆協働して地域課題を解決していく取り組みを総合的に支援する中間支援組織を設置し、情報発信や団
体同士の交流機会の創出、セミナーによる協働意識啓発等を行う。
◆協働事業提案制度は、提案数の減少や提案団体の固定化、採択事業が継続されないこと等を踏まえて
見直しており、着実に実施する。

◆令和3年に「個人情報の保護に関する法律」が改正され、令和4年度から国と民間事業者に、5年度から地方公共団体に、全
国共通のルールが適用された。
◆国は、令和2年12月に策定した「デジタル・ガバメント実行計画」「自治体ＤＸ推進計画（令和4年9月改定）」、令和4年6月に策
定した「デジタル社会の実現に向けた重点計画」「デジタル田園都市国家構想基本方針」等において、オープンデータの推進
及び官民データ活用の推進を示している。また、都は、令和5年度に区市町村と共に東京全体のＤＸを推進する「GovTech東
京」を設立し、その取り組みの一つとして、TDPF（Tokyo Data Platform）を稼働させ、官民データの流通・利活用を進めていく。
◆地域課題が多様化、複雑化する中、行政だけでは解決できない分野において、地域貢献活動団体や区民との協働を推進
し、課題解決に対応する必要がある。

◆区政に関する情報について、多様な媒体での積極的な活用に取り組み、分かりやすく発信・公開すると
ともに、区民の声を聴く広聴活動をより一層充実させる。
◆「江東区行財政改革計画」及び「江東区情報化推進プラン」における取組方針に基づき、順次オープン
データの拡充を進めている。

①新型コロナウイルス感染症ワクチン接種情報の閲覧が減少し、アクセス数が減少した。
②公共施設や観光施設・イベント、公衆無線LANアクセスポイント等に関するオープンデータのほか、4年度は、新たに食
品等営業許可やごみ収集日・分別一覧等のデータを公開しており、今後更なる拡充を目指していく。
③新型コロナウイルス感染症の影響などで取扱件数は年々増加している。
④3年度に比べ0.5ポイント減少している。これは、計画策定のための単発の審議会等の数が減少したことに伴うものであ
る。
⑤協働事業の提案がなかったが、これは提案制度の見直し検討期間であったことから自由提案の募集は行わず、行政か
らの課題提案募集に限定したことが要因である。

区民が必要とする情報を分かりやすく公開し、透明性と公正さを兼ね備えた区政運営を行うことにより、区民、
NPO、ボランティア、大学、事業者等地域の多様な主体と区が連携し、それぞれの特色や強みを発揮しながら、
地域の課題を解決していきます。
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◆多様化、複雑化する地域課題を区民や地域貢献活動団体が主体となって解決していく上で課題となっていた協働の
担い手の人材育成や環境整備のため、中間支援組織を設置した。今後、団体間の連携を円滑にコーディネートし、効果
的な運営を進めていく必要がある。
◆各種計画の策定や進捗管理にかかる審議会等における公募区民の参画は定着しているが、他の審議会等において
も公募区民の参画が可能であるかを精査し、公募区民を増やしていくとともに、幅広い世代が参画できる仕組みを引き続
き検討する必要がある。

各分野の計画や方針策定、事業執行、事業評価の各段階において、幅広い世代の区民参画を働きかけるととも
に、区民会議等の場を充実し、区民の意見を区政運営に活かしていきます。また、事業委託、事業協力その他あ
らゆる形態での協働を推進し、多様化・複雑化する地域課題について区民、NPO、大学、CSR活動を行う事業者
等、地域の多様な主体と官民連携で解決していくとともに、協働の担い手である人材の育成や各主体同士のネッ
トワーク構築など、団体活動の活性化に向けた取り組みを推進します。

◆情報発信・公開の手段として、区報及びホームページを基幹的な広報媒体としつつ、情報量や内容によってSNSを併
用することにより、ライフステージに応じた必要な情報を届けてきた。引き続き、内容やタイミング等に適した情報媒体を的
確に活用していく必要がある。また、区長への手紙システムなどの仕組みを活用して区政に対する意見を頂き、区政課
題の解決につなげていく。
◆オープンデータの活用については、元年度より公共データの公開を開始した。今後も国が公開を推奨するデータセッ
トやニーズが高く有用な公共データ等について可能なものから順次オープンデータとして公開していく。また、オープン
データの利活用推進のための取り組みを検討していく必要がある。
◆区民による積極的な情報利用に向けた、歴史公文書の公開を行うための環境づくりを進めているが、総務課が全庁よ
り引き継いだ大量の長期保存文書の保存と廃棄の選別作業が未了のため、この選別をどのように進めていくかが課題と
なっている。この課題解決のために作業計画等を作成し、歴史公文書の公開に向けた準備を進めていく。
◆情報公開に関しては、緊急事態宣言発令中も、通常どおり情報公開コーナーの開設と開示請求の受付を行い、区民
への情報提供が滞らないように努めた。
◆個人情報保護に関しては、令和5年度から「個人情報の保護に関する法律」が直接適用されたことに伴い、外部監査
を活用して委託に関する管理対応状況を確認するとともに、個人情報の安全管理について判断事例集やリスク判断表を
作成することで、委託先も含めた職員のより一層のセキュリティ強化を図っていく。

区政に関する情報を、多様な媒体を活用し、区民それぞれのライフステージに応じて分かりやすく発信・公開して
いくとともに、区民の声を聴く広聴活動をより一層充実させます。また、情報セキュリティ対策を構築した上でオー
プンデータを活用し、官民連携による調査・分析や課題解決、新たな施策の創出を図ります。さらに、区民による
積極的な情報利用に向けた、歴史公文書の保存、公開を含めた公文書等のより一層適切な管理と、情報公開・
個人情報保護制度の適正な運用を図るほか、内部統制制度の導入に向けた検討を進めます。
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イ
歴史公文書の公開に向けて難しい課題を把握し、準備を進めていることや、個人情報の保護をめぐって
は委託に関する管理対応状況の把握など地味な努力が重ねられている。

ウ

区政の透明性確保のため、精力的にオープンデータの活用に向けた庁内の環境整備が進んでいると感
じた。時間はかかる作業と思われるが、区民の財産となるデータベースになることから、丁寧に作業を続け
てほしいと感じた。広聴活動の重要性の認識も的確で、今後ますます区民の声を聴くことの大切さを踏ま
え、事業が展開されていると感じた。

ア
区民ニーズと社会状況の変化を的確に捉えようとする姿勢は十分に感じられるが、それをどう施策の内容
や方法に活かすかについては、今後一層の工夫と努力が必要と思われる。

2

ア
本委員会における外部評価モニター制度も含めて、区民参画と協働のための様々な取り組みが
展開されていることを評価したい。また、中間支援組織の設置は意義のある取り組みであり、これ
をどう発展させていくか今後に期待したい。

イ

2010年度にスタートした協働事業提案制度は、その後通常事業化されたものが17あり、2019年度
に採用されたパブリックアートもいまは文化、観光、街歩き事業に生かされるなど発展している。
ハードルを下げて予算規模が小さく提案しやすいものを取り入れようとするなど取り組みの継続に
工夫がみられる。

ウ
区民協働を推進する環境について、これまでの事業経緯を踏まえ、整備が進んでいると感じた。
協働事業提案制度についても、区の地域の現状を捉え、今できることを検討しつつ新しい枠組み
を用意しており、今後の成果に期待する。

1

ア

「開かれた区政運営による透明性の向上」という取組方針は区役所内に浸透し、この方針に則っ
た様々な施策が展開されていることを評価したい。一方で、努力を重ねても、その姿勢や区政に
関する情報が区民に広く伝わらないという難しさは容易に解消しないと思われるが、区役所内にそ
の意識や姿勢がさらに徹底されること、急速に進歩するデジタル技術を最大限に生かした情報発
信や双方向の対話に向けて不断の改善を重ねることが大切であり、更なる工夫と努力を期待した
い。

イ
ホームページへのアクセス数、区長への手紙取り扱い件数とも順調に増加し、区民参加を行って
いる審議会、協議会がコンスタントに20％以上あるなど、開かれた区政、透明性の向上が実現し
つつあることを評価したい。

ウ
区政運営の透明性向上のため、オープンデータの拡充にむけて事業が進んでいると感じた。地
域の現場を訪れる広聴活動が今後ますます重要と思われることから、広聴活動の一層の拡充に
期待する。

◆新型コロナウイルス感染症の影響を受けてはいるものの、区の取り組みは概ね順調に推移してい
る。
◆区政情報の公開、透明性の確保のためにホームページは不可欠であり、より分かりやすく速報性の
高い情報が求められている。
◆区民、地域貢献活動団体及び区が地域の課題解決や目的の実現を進めていけるよう、引き続き
「協働」を進めるとともに、その環境を整備していく必要がある。

◆コロナ禍以降、区民への迅速かつ的確な情報提供が求められており、ホームページの重要性がよ
り一層高まっている現状を踏まえ、今後も見やすくて分かりやすく、魅力あるホームページを目指し、
情報発信力を強化していく。
◆オープンデータの公開については、区が保有する多種多様なデータを営利・非営利を問わず誰も
が利用できるようデータセット数の拡充を着実に進めていく。
◆区長への手紙や区長懇談会で頂いたご意見・ご要望を、区政課題の解決につなげていく。
◆各種審議会等で、幅広い世代に対し積極的な区民参画を働きかけていく。
◆令和5年4月に設置した中間支援組織を中心にして、情報発信や団体間の交流機会の創出、セミ
ナーを通した協働意識啓発等に取り組み、関係者の協働意識の一層の向上を図ることで、地域課題
を地域が主体となって解決していく仕組みづくりを進めていく。
◆4年度に地域貢献活動団体と区が十分協議を行った上で協働していく環境を整備するため見直し
を行った協働事業提案制度を着実に実施し、「江東区区民協働推進会議」において、学識経験者、
区民等の視点を取り入れながら、区の協働推進施策を推進していく。
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≪参考≫　外部評価モニターの評価

◆目標達成に向けた現状・取組状況については順調に推移しており、施策の進捗状況は概ね順調
であると言える。
◆今後も取組目標の実現に向け、下記について着実に取り組む必要がある。

◆幅広い世代の区民が、求める情報を安心して、簡単に、分かりやすく取得できるよう、DXなどのデ
ジタル技術を最大限に生かした情報発信等を積極的に行うとともに、区民の声を聴く広聴活動を
より一層充実させる。

◆オープンデータの公開については、引き続きデータセット数の拡充を着実に進めるとともに、利活
用の促進方策についても検討を進める。

◆区政運営への区民参画の働きかけを引き続き進めるとともに、「協働」の意味を明確に捉えた上で、
新たに設置した中間支援組織を中心に協働意識啓発等に取り組み、地域課題を地域が主体となっ
て解決していく仕組みづくりを進めていく。

4人 7人 0人 0人 0人 11人

S A B C 無回答 計

イ
本年度スタートした中間支援組織がうまく機能するかが鍵となる。多様な主体との協働を目指している方
向性はすばらしい。それをどう実行につなげていけるか、注目したい。

ウ

全体を通して、施策はおおむね適切に展開されていると感じた。区民ニーズの多い情報公開について
は、広報広聴ともに従前からかわらず区政の基盤となる重要な業務だと考える。提案事業については、地
域社会でのネットワークづくりが進み、その中で試行錯誤され、今後ますますよい施策となると感じられ
た。さらなる事業展開と成果に期待する。

ア

「開かれた区政と区民の参画・協働」を重視するという区の姿勢とその考え方に基づいて様々な施策が展
開されていることを評価したい。課題については上記②で記載した通り、「協働」の意味を改めて明らかに
すること、SDGsとどう結びつけるか、デジタル技術をどう活用するかといった点について、今後の取り組み
に期待したい。

イ
区民、NPO、大学、事業者、地域の多様なグループを含むあらゆる形での協働を進めようとしている姿勢
を評価したい。

ウ

提案事業については、区民のニーズや活動を支えるNPOや各関係団体と連携し、江東区独自の有効な
事業となることを期待する。他自治体にも好事例は多く、かなりの数があるが、地域社会の資源はそれぞ
れ異なるので、連携する区民や団体とともに十分な協議検討を重ねることが重要と思う。また、先進事例
の現地見学等も有効で、先進事例見学会も頻繁に行われており、他自治体との比較を通して、改めて江
東区のまちの良さや事業の独自性も見えてくると思われる。

ア

開かれた区政と区民の参画という点では順調に推移していると評価できるが、「協働」が具体的に何を意
味するのか、施策目標をSDGsとどう結びつけるか、急速に発達するデジタル技術をこの分野にどう活用
するかといった点について、引き続き検討を重ね、より良い方向に向けて取り組みをさらに高度化させて
いただきたい。

202


